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27健康第67474-4号

裁 ・ 決 書

審査諸求人1■■■■■■■-
■■■■

処分庁高松市福祉事務所長

上記審査請求人から平成28年１月５日付けで提起された、平成27年11月３０日付け
け

生活保護変更決定処分に係る審査請求について、次のとおり裁決する。

主 、 文

本件処分のうち、障害者加算の認定の部分について、取り消す。

理 ， 由

第１審査請求の趣旨及び理由
１審査請求の趣旨
本件審査請求の趣旨は、本件処分について、その一部取消を求めるというもので
ある。
２審査請求の理由
本件審査請求の理由の要旨は、審査請求書等によれば概ね次のとおりである。
処分庁は審査請求人（以下「請求人」という。）に対し、平成27年１１月３０日
付けで生活保護変更決定処分（以下「本件処分」という。）を行った。
本件処分のうち、障害者加算の認定について、処分庁が平成27年12月１日から
認定を決定したことについて、請求人は同年９月１日から認定することが妥当と考
え、不服があるため､本件処分の一部取消を求め、本件審査請求を行ったものであ
る。

第２認定事実
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審査庁において、次の事実を認定する。．
１平成27年８月31日、請求人は､処分庁に対し、四国厚生支局社会保険審査官に
対し審査請求していた障害基礎年金の不支給決定処分を取り消す決定がされたこと
を報告した。
２平成27年１０月１６日、処分庁は、請求人が審査請求していた障害年金の不支給
決定についての同年８月２８日付け決定書(以下「決定書」という。）の抜粋を、
審査庁あて同年10月７日付け請求人による別件審査請求書副本の添付書類として
受領した。
決定書の抜粋には、四国厚生支局社会保険審査官名で「（３）本件障害の状態は、
併合(加重)認定表により､■■■■■■■■■■と一とを併
合すると､その併合番号は､1■■となり国年令別表に定める■こ該当する。
（４）そうすると､請求人に対しては､障害等心障害基礎年金が支給される
べきもの」とある。

３平成２７年１１月１９日、請求人は、処分庁に対し、同月５日付けの国民年金・厚
生年金保険年金証書の写しを提出した。国民年金・厚生年金保険年金証書には、
｢ 障 害 の 等 級 一 と あ る 。

4平成27年11月25日､請求人は､処分庁に対し､同年12月分から障害者加算の
認定変更を行う必要がある旨を記載した生活保護法（昭和２５年法律第１４４残以
下「法」という。）６１条の届出書を提出した。
５平成27年11月２６日、処分庁は、請求人に対し、同年12月１日を変更日とし、
就労外収入等の収入認定加算の認定を理由として、本件処分の決定を行った。ケ
ース記録には、「【目的】就労外収入等の収入認定、障害者加算の認定【結果】障
害者加算イ(居宅)の認定【認定月'２月】、障害名■■■■■■■■■■■■
■■■■､等級障害基礎年金■■■■■､公布日平成27年11月５日加算額
■■■円」とある。同月30日付生活保護変更決定通知書には､保護変更理由とし

こて「就労外収入等の収入認定加算の認定を理由」とある。

第３判断
１届出の義務及び障害者加算については、次のとおり法及び国の通知にその取扱い
が定められている。
（１）届出の義務については、法６１条に「被保護者は、収入、支出その他生計の状
況について変動があったとき.又は居住地若しくは世帯の構成に異動があったと
きは、すみやかに、保護の実施機関又は福祉事務所長にその旨を届け出なければ
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ならない。」とある。
（２）障害者加算の認定については、生活保護法による保護の基準（昭和３８年４月
１日厚生省告示第158号（以下「保護の基準」という。）別表第１第２章-２-
（２）に「障害者加算は、次に掲げる者について行う。ア障害等級表の１級若
しくは２級又は国民年金法施行令（昭和３４年政令第184号）別表に定める１級
のいずれかに該当する障害のある者（症状が固定している者及び症状が固定して
はいないが障害の原因となった傷病について初めて医師又は歯科医師の診療を受
けた後１年６月を経過した者に限る。）イ障害等級表の３級又は国民年金法施
行令（昭和３４年政令第184号）別表に定める２級のいずれかに該当する障害の
ある者（症状が固定dしている者及び症状が固定してはいないが障害の原因となっ
た傷病について初めて医師又は歯科医師の診療を受けた後１年６月を経過した者
に限る。）。ただし、アに該当ずる者を除く。」とある。

（３）障害者加算の認定方法については、生活保護法による保護の実施要領について
（昭和３８年４月１日社発第246号厚生省社会局長通知（以下「局長通知」とい
う。）局長通知第７-２-（２）-エに、「（ア）障害の程度の判定は、原則と
して身体障害者手帳、国民年金証書、特別児童扶養手当証書又は福祉手当認定通
知書により行うこと。（イ）身体障害者手帳、国民年金証書、特別児童扶養手当

・証書又は福祉手当認定通知書を所持していない者については、障害の程度の判定・

は、保護の実施機関の指定する医師の診断書その他障害の程度が確認できる書類
に基づき行うこと。（ウ）保謹受給中の者について、月の途中で新たに障害者加
算を認定し、又はその認定を変更し若しくはやめるべき事由が生じたときは、そ
れらの事由の生じた翌月から加算に関する最低生活費の認定変更を行うこと。」
とある。

（４）生活保護法による保護における障害者加算等の認定について（昭和４０年５月
１４日社保第２８４号厚生省社会局保護課長通知。以下｢課長通知」という。）に
は、「１生活保護法による保護における各種加算（放射線障害者加算を除
く。）の対象とすべき障害者の認定は、必ずしも当該障害者を支給要件とする年
金又は手当（以下「関連年金等」という。）における裁定又は認定をまって行う
べきものではないこと。したがって現に関連年金等の裁定等を受けていない障害

者から加算についての申告があったときは、関連年金等の受給に必要な手続きを
とるよう指示するとともに、３により加算の適否について保護の実施機関として
の認定を行うこと。…（略）…３要保護者であって関連年金等の受給手続中で
ある等のため保護の実施機関として加算の適否を認定する必要があると認められ
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る者については、身体障害者更生相談所、知的障害者更生相談所、児童相談所、
精神保健福祉センターその他実施機関の指定する医師の診断により認定を行うこ
と｡…(略)…４３により障害者加算等を認定した被保護者についてその障害
等が関連年金等の支給要件に該当しない旨の裁定又は認定が行われたときは、当
該裁定等のあった月の翌月から生活保護法による保護における障害者加算等の認
定を取り消すものとすること。…（略）…５３により障害者加算等の対象にな
らないものと認定した被保護者について、その障害度が関連年金等の支給要件に
該当する旨を裁定又は認定が行われたときは、当該認定等のあった月の翌月から
生活保護法による保護における障害者加算等を認定ずること。」とある。

（５）加算の届出について、生活保護問答集について（平成21年３月３１日厚生労働
省社会・援護局保護課長事務連絡。以下｢課長事務連絡」という。）問7-17に
は、「（問）妊婦加算は届出によって計上することとなっているが、その他の加
算はどうか６（答）加算の認定に限らず、最低生活費の認定は、一般に本人の申
告、届出が中心となって行われるべきものである。しかし、実施機関の側におい
ても対象者の需要発見について積極的に確認の努力をすべきであることはいうま
でもない。したがって、現業員が加算の要件に該当すると思われる者を発見した
ときは、ただちに実施機関として認定に必要な手続きをはじめるとともに本人に
対して適当な方法で申告届出を求めるべきであろう。」とある。

(6).最低生活費の遡及限度について、課長事務連絡問１３-２には、「（問）次に示
す場合について、扶助菱の戻入、返還等の取扱いを教示されたい。(a)世帯員
の転入等の事実が明らかになったため、既に扶助費を支給した月の最低生活費の
額を増額して認定する必要が生じたとき。（答）１．扶助費追加支給の限度
(a)の場合どの範囲まで最低生活費の認定を事後変更していわゆる追給の措置
をとるべきかが問題となる。本来転入その他最低生活費の認定変更を必要とする
ような事項については、収入申告と同様、受給者に届出の義務が課せられている
ところでもあるし、また、一旦決定された行政処分をいつまでも不確定にしてお
くことは妥当でないので、最低生活費の遡及変更は２か月程度（発見月及びその．
前月分まで）と考えるべきであろう。これは、行政処分について不服申立期間が
一般に60日間とされているところからも支持される考えであるが、２か月を超

えて遡及する期間の最低生活費を追加支給散ることは、生活保護の扶助費を生活
困窮に直接的に対処する給付として考える限り妥当でないということも理由のひ
とつである。」とある。
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２これらのことを踏まえ、本件処分について検討する。
処分庁は、上記第２の３，４及び５のとおり、平成27年１１月１９日の請求人に

よる国民年金・厚生年金保険年金証書の提出及び同月２５日の法61条の届出により、
翌月の同年12月１日から請求人の障害者加算を認定したものと認められる。
障害者加算の認定については、保護の基準第７-２-（２）のとおり、ア又はイ

の障害の程度に該当すれば行うこととされており、障害の程度については、局長通
知第７-２-（２）一エー（ア）に、原則として身体障害者手帳、国民年金証書、
特別児童扶養手当証書又は福祉手当認定通知書により行うこととされている。
しかしながら、､身体障害者手帳、国民年金証書、特別児童扶養手当証書又は福祉

手当認定通知書を保持していない者については、局長通知第７-２-（２）一エー
（イ）に、障害の程度の判定は、「保護の実施機関の指定する医師の診断書その他
障害の程度が確認できる書類」に基づき行うこととある。
また、課長通知には、障害者加算の認定は、必ずしも当該障害者を支給要件とす
る関連年金等における裁定又は認定をまって行うべきものではないとされており、
関連年金等の受給手続中の者から申告があった場合には、実施機関が指定する医師
の診断書により認定する否力判断し、後にその認定と異なる関連年金等の裁定又は
認定があづた場合には、取り消し又は認定することとされており、最終的な関連年
金等の裁定等が行われる以前にも診断書により、障害者加算は認定される可能性が
あるものである。
請求人が平成２７年９月１日から障害者加算を認定すべき根拠とする決定害は、
国民年金証書に相当する最終的な決定ではないが、上記第２の２のとおり、請求人
の状態が｢国年令別表に定める■■｝こ該当する』との記載があることから､課長通
知の診断書に準じ障害の程度が確認できる書類にあたると認められる。
障害者加算の認定開始時期については、局長通知第７-２-（２）-エー（ウ）

のとおり、障害者加算は認定すべき事由の生じた翌月から加算に関する最低生活費
の認定変更を行うこととされており、平成27年８月２８日付け決定書により、請求
人の障害者加算の認定の事由が生じたのは８月であることから、請求人からの申告
届出があれば、翌月である９月１日から障害者加算が認定されるべきものと認めら
れる。
実際には請求人からの申告届出は無かったわけであるが、処分庁は、課長事務連

絡問７-１７のとおり、対象者の需要発見について積極的に確認の努力をすべきであ
り、現業員が加算の要件に該当すると思われる者を発見したときは、ただちに実施
機関として認定に必要な手続きをはじめるとともに本人に対して適当な方法で申告
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届出を求めるべきであった。しかし、処分庁は、上記第２の１のとおり、請求人か
ら四国厚生支局社会保険審査官に対し審査請求していた障害基礎年金の不支給決定
処分を取り消す決定がされたこ・との報告を受けた上で、上記第２の２のとおり、平
成２７年１０月１６日には、障害の程度が確認できる書類である決定書を受領してい
る。また、障害の程度の要件として、障害の原因となった傷病について初めて医師
の診療を受けた後'年６月を経過していなければならないが､■■■■■■■につ
いては決定書に添付された診断書に初めて医師の診断を受けた日として平成１９年
12月とあり､■■■■については､平成25年10月25日付け■■■■■■■
■■■■による給付要否意見書の要否意見に｢傷病名■■■■■給付内容移送、
上記のとおり、給付を要すると認めます。」とあり、原因となった傷病について１
年６月を経過していたことを確認することも可能であった。それにもかかわらず、
決定書に基づき認定の手続きをはじめるとともに、請求人に適当な方法で申告届出
を求めていなかったことは、需要発見について積極的に確認の努力を行ったとはい
えない。
処分庁は、請求人の障害者加算の認定について、積極的な確認の努力をしていれ

ば平成２７年９月１日から認定できたものであるから、請求人がご上記第２の４の
とおり、障害者加算を同年１２月１日から認定すべき旨の届出を同年１１月２５日に
提出したとはいえ、障害者加算の認定開始時期を同年９月１日からに修正等適当な
方法で申告届出を求めた上で、遡及変更するべきであった。よって、同年１２月１
日から請求人の障害者加算の認定を行った本件処分は、通知に基づき適正になされ
たとは認められず、違法・不当であると言わざるを得ないｂ
なお、最低生活費の遡及変更は、課長事務連絡問１３-２のとおり、収入申告と

同様、受給者に届出の義務が課せられていることや一旦決定された行政処分をいつ
までも不確定にしておくことは妥当でないので２か月程度までとされており、上記

第２の４のとおり、本件処分に係る請求人からの申告があったのは平成27年11月
２５日であることから、請求人の障害者加算については同年１０月１日から認定すべ
きものと考えられることを申し添える。

｡

第４結論
本件審査請求は、理由があると認められるため、行政不服審査法４０条３項の規

定を適用し､主文のとおり裁決するｐ
Ｑ
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平成28年３月１日

審 査 庁 香 川 県 知 事 浜 田 恵 造
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